障害者自立支援法の制定についての意見書

　本年2月10日、国会に「障害者自立支援法案」が上程されました。この法案は障害者施策全般にわたる見直しを図るもので、障害者とその家族をはじめ、地方自治体等、関係者に与える影響は極めて大きく、十分な議論と検討が必要です。
　これまでの障害者施策は、1981年の国際障害者年以降、ノーマライゼーションの理念に基づいて展開され、1993年「障害者基本法」や2000年の「社会福祉法」等で、「障害者の自己決定」「施設から地域へ」という基本方向が示されました。そして、障害者サービスは、「自立と社会参加」を基本に掲げ、生活実態を踏まえた木目細やかな施策が進められてきました。
　「障害者自立支援法案」では、「応益負担」が導入されようとしていますが、障害のある人の主たる所得保障である障害者基礎年金は、生活保護よりも極めて低いのが現状です。負担上限額等に世帯収入を基準とすることは、家族への依存を強め障害者の自立に逆行するものです。
　また、現行の障害者福祉施策を再編して、新たに「地域生活支援事業」を創設し、一義的に区市町村の事業として位置付けていますが、裁量的経費とされているため、国の財政責任が不明確で、区市町村の財政負担について十分な説明がなされていません。
　よって、文京区議会は、政府並びに国会に対し、下記事項の十分な検討を求めます。
記
１　法案の審議に当たっては、特に障害のある人や関係者、区市町村の意見を聴き十分反映させるよう時間を掛けて検討すること。

２　地域生活支援事業に要する経費についても国の義務的経費とすること。
以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出いたします。
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